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Ⅱ．地域連携事業 
 
宇都宮大学では、国立大学として初めて平成 3(1991)年 7 月に「生涯学習教育研究センター」を設置
したが、その 22 年後の平成 25(2013)年 4 月 1 日には「地域連携教育研究センター」と名称を変更し、
これまでの基本的な役割を拡充して、「地域連携」を看板として新たなスタートを切っていた。本セン
ターは、その時期に至る前においても「生涯学習を媒介とした地域連携」を積極的に行っていたが、地
域と連携することを目的とした活動をより充実させる方針を採用するに至った。 
 
◇ 平成 27 年度 
 
 平成 25 年度に地域連携教育研究センターとしての活動が開始されて以降、地域連携事業は、センタ
ー専任教員が持続性を持たせて行っている。平成 27 年 3 月 31 日に廣瀬隆人教授が北海道教育大学釧路
校・教職大学院に転任した一方で、平成 27 年度については、平成 27 年 3 月 1 日の時点で基盤教育セン
ター特任准教授として赴任していた石井大一朗が廣瀬教授の地域連携事業の一部を引き継いだ。 
平成 26 年 4 月 1 日に地域連携教育研究センターに赴任した髙橋俊守准教授は、地域連携部門の主担
当として、生涯学習教育研究センター時代には進めていなかったタイプの地域連携事業を開拓してお
り、平成 27 年度には、栃木県農政部と連携して「栃木県中山間地域人材養成実践講座」を開始した。 
佐々木英和准教授は、栃木県教育委員会との連携をいっそう充実させた。平成 26 年度に引き続いて、
作成費用を本センターが受け持ち、栃木県教育委員会事務局生涯学習課が編集を行う形で、「社会教育
主事有資格者のための社会教育活動の手引き」を作成・印刷し、栃木県内の社会教育主事と社会教育主
事有資格者及び市町村教育委員会などに配布した。また、平成 27 年 10 月 31 日に、宇都宮大学教育学
部を会場として、栃木県教育委員会との連携により「社会教育主事・有資格者ステップアップ研修」を
実施し、井上昌幸氏（国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター 社会教育調査官）と竹原和泉氏
（横浜市立東山田中学校コミュニティハウス館長、特定非営利活動法人 まちと学校のみらい代表理事）
との両名の講演会を開催した際、講師謝金及び講師旅費を本センターが負担した。 
なお、本センターにおける地域連携の具体的な内容や方法として、①講座の共同主催、②会場の提供
（無償）、③講師の無償提供、④資金の提供（学内経費、地域連携支援事業、峰が丘社会貢献ファンド
など）、⑤広報協力、⑥配付資料の印刷刊行、などを行うこととしている。現時点では、地域連携事業
を試行的に進めつつ、連携の原則や規準をさらに明確にしながら、地域連携教育研究センターとして適
切な事業を選択して進めていくことを検討している。 
 
平成 27 年度（2015 年 4月 1 日～2016 年 3月 31 日）  
No. 実施日 講  座  名 共 催 機 関 ・ 団 体 名 
受講者 
（人） 
１ 前期 とちぎ県民カレッジ（前期） 栃木県総合教育センター  
２ 通年 生涯学習ガイドブック（26 年度） 野木町教育委員会  
(3) 外部組織・機関・団体との連携による公開講座 
 
地域連携教育研究センターは、公開講座を企画・実施する際に、地域の行政機関、NPO などの市民
団体との連携・協力による事業展開を進めている。講座開設する際には、個人に講師を依頼するだけで
なく、団体そのものの協力を得て企画運営している。 
 センター専任教員が中心となった連携型の公開講座としては、読売新聞宇都宮支局と共催した読売新
聞社・宇都宮大学共催公開講座「『伝え方』と『伝わり方』との隙間－記事の『書き手』と『読み手』
との対話－」（2016 年 10 月 22 日、11 月 26 日、12 月 17 日）がある。この共催公開講座については、
テーマ設定および全 3 回の講座内容と講師配置などのコーディネートを、佐々木英和准教授が行った。
加えて、初回講義と毎回の司会なども、佐々木准教授が担当した。 
また、とちぎ男女共同参画センターと宇都宮大学との連携事業である「男女共同参画による地域づく
り―女性の活躍推進と男性にとっての男女共同参画―」（2016 年 8 月 26 日）は、申し込みはパルティ
（とちぎ男女共同参画センターの通称）であるが、会場として宇都宮大学を用いるという形の連携であ
る。当日は、片山善博氏（慶應義塾大学法学部教授、元鳥取県知事、元総務大臣）の講演に先立ち、大
学側の代表として佐々木英和准教授が挨拶を担当した。 
他にも、下表にあるように、様々な組織と連携した公開講座を行った。また、学内連携としては、基
盤教育センター、農学部附属里山科学センターなどと協働した公開講座を開催した。 
 
平成 28 年度 
公開講座
番号 講  座  名 外部組織・機関・団体名 
1 「伝え方」と「伝わり方」との隙間 読売新聞社 宇都宮支局 
2 男女共同参画による地域づくり とちぎ男女共同参画センター 
3 消費者力アップセミナー 栃木県県民生活部くらし安全安心課消費者行政推進室 
4 現地で学ぶ「宇都宮学」 ＮＰＯ法人飛山城趾愛護会 
5 アイヌ文化を学ぶ (財)アイヌ文化振興・研究推進機構 
6 宇都宮城と蓮池   宇都宮城跡蓮池再生検討委員会 
7 里山で楽しむランブリング 雑草と里山の科学教育研究センター 
8 鳥獣管理士養成講座 一般社団法人鳥獣管理技術協会 
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◇ 平成 28 年度 
 
 平成 28 年度は、新設された地域デザイン科学部に地域連携教育研究センター所属教員が転出したこ
とに伴い、教育研究スタッフが大幅に減り、地域連携を担当できる教員が実質的に 1 名となった。しか
しながら、新学部に移籍した教員のうち髙橋俊守地域デザイン科学部教授と石井大一朗地域デザイン科
学部准教授が本センターの施設や教室を用いて進めた地域連携活動については、今年度は掲載する。 
佐々木英和准教授は、平成 27 年度に続き、栃木県教育委員会との連携をいっそう充実させた。例年
どおり、作成費用を本センターが受け持ち、栃木県教育委員会事務局生涯学習課が編集を行う形で、「社
会教育主事有資格者のための社会教育活動の手引き」を作成した。また、平成 28 年 10 月 29 日(土)に、
ホテルニューイタヤ（宇都宮市大通り 2-4-6）を会場として、栃木県教育委員会との連携により「社会
教育主事・有資格者ステップアップ研修」を実施し、浦崎太郎氏（岐阜県立可児高等学校教諭）と三角
幸三氏（熊本県宇城市中央公民館長、NPO 法人チェンジライフ熊本 理事）との両名の講演会およびシ
ンポジウムを開催した際、講師謝金と講師旅費及び会場費を本センターが負担するとともに、佐々木准
教授がコーディネーター等を務めた。 
なお、地域連携の内容や方法として、①講座の共同主催、②会場の提供（無償）、③講師の無償提供、
④資金の提供（学内経費、地域連携支援事業、峰が丘社会貢献ファンドなど）、⑤広報協力、⑥配付資
料の印刷刊行、などを行うこととしている。また、地域連携による講座の開設の際には、①連携相手は、
地方公共団体や公共的機関および、それに付随する団体や各種法人たること、②公開講座に馴染まない
特定の受講者を対象とした事業であること、③タイムリーな課題であること（公開講座の企画時期が前
年度の 12 月であるゆえの不足の補填）などの基準を設けており、無原則的に講座を開設することは避
ける方針である。現時点では、地域連携事業を試行的に進めながら、連携の原則や規準をさらに明確に
しながら、地域連携教育研究センターとして適切な事業を選択して進めていくことを検討している。 
 
平成 28 年度（2016 年 4月 1 日～2017 年 3月 31 日）  
No. 実施日 講  座  名 共 催 機 関 ・ 団 体 名 
受講者 
（人） 
１ 前期 とちぎ県民カレッジ（前期） 栃木県総合教育センター  
２ 通年 生涯学習ガイドブック（26 年度） 野木町教育委員会  
３ 6/24 『ボランティアコーディネーターのツボがわかる！』 ＣＯＣＯサロンとちぎ 6 
４ 
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7/30 
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9/17～18 
10/8 
11/19 
1/7 
平成 28 年度栃木県中山間地域人材養
成実践講座とちぎの里づくり人材養
成塾 
栃木県農政部農村振興課 23 
No. 実施日 講  座  名 共 催 機 関 ・ 団 体 名 
受講者 
（人） 
３ 通年 日光創新塾 日光市 27 
４ 
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11/7 
12/5 
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19 
15 
５ 10/31 平成 27 年度社会教育主事・有資格者ステップアップ研修Ⅱ 栃木県教育委員会 95 
６ 後期 とちぎ県民カレッジ（後期） 栃木県総合教育センター  
７ 10/22 
台風 18 号大雨災害 ボランティア報
告会 
いまだからこそできること 
とちぎ災害支援チーム‘ユース 500’ 
NPO 法人トチギ環境未来基地 
NPO 法人とちぎユースサポーターズ
ネットワーク 
かぬま市民生活復興センター 
宇都宮大学学生ボランティア支援室 
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『お金の地産地消白書 2014』を読み会
＠栃木 
特定非営利活動法人 宇都宮まちづ
くり市民工房 
一般社団法人 栃木県中小企業診断
士会 
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1/30 
2/13 
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事業 
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～地域で活動する方々の生の声を聞
く～ 
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11 2/28 高校生サミット in栃木 2016 
栃木県社会福祉協議会、とちぎ福祉
教育研究会、宇都宮大学学生ボラン
ティア支援室、ＵＰ(宇大生プロジェ
クト)、栃木県教育委員会 
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12 3/11 
オモイツタエル３．１１ 
～ともしびプロジェクト in うつのみ
や 2016～ 
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難者母の会、NPO 法人とちぎユース
サポーターズネットワーク、認定
NPO 法人宇都宮まちづくり市民工房
他 
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Ⅲ．組織・運営体制 
 
 
 地域連携教育研究センターは、「地域デザイン科学部」が平成 28 年 4 月 1 日に新設されることに伴
い、人員体制において、その準備的組織の役割を一時的に担った。また、文部科学省による大学教育
再生戦略推進経費「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）」に本学が採択されたこ
とに伴い、地域連携教育研究センターがその受け皿となり、「輝くとちぎをリードする人材育成地元定
着推進事業」を開始した。以上のことが大きな要因となり、平成 27 年度と平成 28 年度の両年度にお
いて、人事が人数的に大きく変動している。 
 
◇ 平成 27 年度 
 
(1) 人事異動 
・ 准教授 佐々木英和が副センター長に命ぜられる（任期は平成 29年 3月 31 日まで）。 
・ 中島史郎を平成 27年 4月 1 日付けで教授として採用する。 
・ 山岡暁を平成 27 年 4月 1 日付けで教授として採用する。 
・ 三田妃路佳を平成 27年 4月 1日付けで准教授として採用する。 
・ 近藤伸也を平成 27年 4月 1 日付けで准教授として採用する。 
・ 石井大一朗を平成 27年 4月 1 日付けで特任准教授として採用する。 
・ 土崎雄祐を平成 27 年 4 月 1日付けで特任研究員（とちぎ終章学センター担当）として採用す
る。 
・ 坂本学之を平成 27 年 4 月 1日付けで特任研究員（とちぎ終章学センター担当）として採用す
る。 
・ 布施さつきを平成 27年 4月 1 日付けで事務補佐員（公開講座担当）として採用する。 
・ 粕谷亜紀を平成 27年 4月 1 日付けで事務補佐員（社会教育主事講習担当）として採用する。 
・ 松島暁美を平成 27 年 4 月 1日付けで事務補佐員（とちぎ終章学センター担当）として採用す
る。 
・ 湯澤裕子を平成 27年 5 月 1日付けで事務補佐員（とちぎ終章学センター担当）として採用す
る。 
・ 吉田昌太を平成 27年 5 月 19 日付けで事務補佐員（平日夜間・土曜日担当）として採用する。 
・ 小林未來を平成 27年 5 月 23 日付けで事務補佐員（平日夜間・土曜日担当）として採用する。 
・ 吉田 香を平成 27年 5 月 23 日付けで事務補佐員（平日夜間・土曜日担当）として採用する。 
・ 古賀誉章を平成 27年 7月 1 日付けで准教授として採用する。 
・ 棟方功子を平成 27年 6月 6 日付けで事務補佐員（平日夜間・土曜日担当）として採用する。 
・ 事務補佐員 小林未來が平成 27年 8月 17 日をもって期間満了する。 
・ 事務補佐員 粕谷亜紀が平成 27年 9月 30 日をもって期間満了する。 
・ 松本美紀を平成 27年 10 月 1日付けで助教として採用する。 
No. 実施日 講  座  名 共 催 機 関 ・ 団 体 名 
受講者 
（人） 
５ 10/29 平成 28 年度社会教育主事・有資格者ステップアップ研修 栃木県教育委員会 81 
６ 7/9 長期間環境保全ボランティアプログラム活動報告会 
ＮＰＯ法人トチギ環境未来基地事務
局 
26 
７ 9/28 森づくり活動に、若者を呼びこむための講座 
ＮＰＯ法人トチギ環境未来基地事務
局 
７ 
８ 後期 とちぎ県民カレッジ（後期） 栃木県総合教育センター  
９ 12/18 団体向け「多世代協働」講座 
ＮＰＯ法人トチギ環境未来基地事務
局 
15 
10 12/24 親子で楽しむ Xmas こども食堂とクリスマスイベント 
とちぎコミュニティ基金、子どもの
貧困撃退♡サンタ de でラン実行委員
会、認定 NPO 法人とちぎボランティ
アネットワーク 
120 
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